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埼玉県の居住支援協議会の取組

１ 埼玉県の居住支援協議会の概況

２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度（2011～)

３ 住宅確保要配慮者の入居支援ガイド（2014)

４ 個別入居支援の試行（2016～)

５ 支援プランパッケージ化の検討（2016～）

６ 市町村居住支援協議会の設立に向けて(今後)



１ 埼玉県の居住支援協議会の概況①

（１）名 称

埼玉県住まい安心支援ネットワーク（安心ネット）

（２）構 成

① 住宅確保要配慮者のための住宅

セーフティネットの構築

② 子育て世代の定住及び住み替え
促進による地域の活性化

（３）設 立

２０１１年１月１２日

（４）役員等

会 長 埼玉県住宅供給公社
副会長 埼玉県宅地建物取引業協会､埼玉県住まいづくり協議会､埼玉県
事務局 埼玉県住宅供給公社

セーフティネット部会
（居住支援協議会の本来部分）

子育て支援部会
（埼玉県独自の取組み）

………

………



１ 埼玉県の居住支援協議会の概況②

（５）会員（７１団体）
① 事業者団体（６団体）

埼玉県住まいづくり協議会、埼玉県宅地建物取引業協会、全日本不動産協会埼玉県本部、
日本賃貸住宅管理協会埼玉県支部、全国賃貸住宅経営者協会連合会埼玉県支部、
不動産流通経営協会

② 居住支援団体（７団体）

埼玉県社会福祉協議会、埼玉県国際交流協会、NPO新座子育てネッワーク、
さいたま住宅検査センター、埼玉県労働者福祉協議会、埼玉県社会福祉士会、NPOｴｽｴｽｴｽ

③ 地方公共団体（５６団体）

埼玉県、５５市町村（県内の市町村総数は６３）

④ その他（２団体）
都市再生機構東日本賃貸住宅本部埼玉エリア経営部、埼玉県住宅供給公社

（６）オブザーバー（４団体）

移住・住みかえ支援機構、３市町村



２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度①

住宅確保要配慮者及び賃貸人の双方の不安を解消する仕組みを構築して、民間

賃貸住宅市場の環境整備を図り、要配慮者の円滑入居と安定した賃貸借関係の構

築を支援する。

住宅確保要配慮者
（高齢者世帯、

障害者世帯など）

賃貸人等
（家主、管理者等）

安定した
賃貸借関係

円滑な入居

埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度

（２） 制度の目的

（１） 運用開始
２０１１年４月



２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度②

要配慮者を受け入れることとしている民間住宅であること。

（３） 登録の種類と要件

① あんしん賃貸住宅

② あんしん賃貸住まいサポート店

③ あんしん賃貸支援団体

本事業の趣旨に賛同し、あんしん賃貸住宅の登録の促進や当該住宅に係る媒

介業務を行う、宅地建物取引業を営む事業者であること。

本事業の趣旨に賛同し、事業対象者及びあんしん賃貸住宅の賃貸人に対し、

居住支援を行う民間の団体（ＮＰＯ、社会福祉法人等）であること。



２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度③

不動産関係団体

埼玉県住まい安心支援ネットワーク

市町村

（４） 制度のイメージ
埼玉県

住宅確保要配慮者 賃貸人

円滑な
賃貸借契約の締結

…
…

要配慮者

要配慮者

要配慮者

…
……
…

あんしん賃貸登録住宅

賃貸住宅

賃貸住宅

賃貸住宅

賃貸住宅

要配慮者 あんしん賃貸登録住宅

支援サービスの提供 住宅情報の提供

居住支援団体
あんしん賃貸

住まいサポート店

登録の
呼びかけ

登録

社協、NPO団体等



（５）登録実績 （２０１７年５月末現在）

① あんしん賃貸住宅 1,034戸

② あんしん賃貸住まいサポート店 204店
「サポート店リスト」作成・配布（2016年3月）＝次頁

③ あんしん賃貸支援団体 登録なし

２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度④



２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度⑤

（６）サポート店リスト



２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度⑥

上半期 下半期 計

平成２６年度 ６８ １２３ １９１

平成２７年度 ２４６ ５０５ ７５１

平成２８年度 ７８８ 集計中 ー

※ 回答があったもののみ。

（７）サポート店の実績＝成約件数



２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度⑦

（８）個別店舗へのヒアリングから

① 外国人世帯の入居について（Ａ店）
• 入居後、生活上のトラブルが起きがち。
• その原因は必ずしも素行不良ではなく、生活習慣の違い。

（ごみの分別など）
• 悪意はないので、指導すれば大半は解決。

• 入居に難色を示す貸主に対しては、入居者のアフターフォローをす
るから貸すように依頼。

• アフターフォローも仲介する宅建業者が果たすべき役割の一つ。

• 以前は専ら個人的な努力であったが、近年は、外国語版の「ごみの
出し方」を作るなど、行政が組織的に取り組むようになり、やりやすく
なった。



２ 埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度⑧

（８）個別店舗へのヒアリングから

② 貸主の協力を得るために（Ｂ店）

• 高齢者等への貸出の意義や必要性と対応方法について、普段から
説明をしておくことが重要。

• 客が来店してから貸主に初歩的な説明をするのではうまくいかない。

③ 空室対策として（Ｃ店）

• 空室が増えており、属性を問わず入居希望者を積極的に受け入れ
ていかないと、貸主も仲介業者も経営が苦しくなる。

• 近年は、貸主が入居を断ったという事例は聞いていない。



３ 「住宅確保要配慮者の入居支援ガイド」①

（１）内容

要配慮者の入居に関する支援実例や支援制度

目次は次ページ

（２）想定活用者

住宅貸主、不動産仲介業者、入居支援団体等

（３）県の協議会での作成の意義

作成の過程で関係部署が制度・窓口の紹介を行い、
協議会として情報共有が行えた。

（例：外国人向け電話通訳サービス等）

（４）発行時期

２０１５年３月



３ 「住宅確保要配慮者の入居支援ガイド」②

目 次

１．住宅確保要配慮者の入居支援ガイド作成の
目的

２．入居支援事例
（１）低所得者の入居支援事例
（２）高齢者の入居支援事例
（３）外国人の入居支援事例

３．入居支援ガイド
Ｑ１．保証人を確保することが難しい
Ｑ２．借りられる部屋が見つからない
Ｑ３．家賃を徴収できない恐れがある
Ｑ４．一時的なまとまった費用を捻出することが難

しい
Ｑ５．急病や孤立死が心配である
Ｑ６．認知症など判断能力の低下が心配である
Ｑ７．生活保護受給世帯や生活困窮世帯で転居

や住まいの相談がしたい
Ｑ８．生活習慣の違いなどから外国人に貸すこと

が心配
（全２１頁）



＜２０１６年度実施 ２０１７年度も実施予定＞

（１）目的

物件探し、手続き同行など、要配慮者に対する個別
の入居支援を数件行い、課題を抽出する。

（２）実施地域

タイプの異なる少数の市町村（都市型・郊外型）

（３）対象者の発掘

福祉・労働関係相談窓口、病院等

（４）支援業務従事者

埼玉県社会福祉士会に委託

詳細は同会が別途報告

４ 個別入居支援の試行



＜２０１６年度実施 ２０１７年度継続予定＞

（１）支援プラン検討の視点

「高齢者」向けの「家賃債務保証」「見守り・安否確認」「身元
保証」が必要

「家賃債務保証」は、民間事業者の保証が受けられにくい方
に配慮したプランを安心ネットとして推奨できないか。

「見守り・安否確認」は、利用料を家主側が一部負担し、それ
を安心ネットとして紹介・利用促進する仕組みを検討できな
いか。

「身元保証」は、現時点で最適なプランが想定できていない
が、新たな取組や補完する仕組みを検討する必要がある。

５ 支援プランパッケージ化の検討①



現時点では想定される担い手がいない
が、円滑な入居促進に欠かせないこと
から、身元保証のあり方を含めて担い
手の選定方法を検討していく必要があ
る。

（２）２０１６年度検討のまとめ

支援プラン 検討結果

家賃債務保証

見守り・安否確認

身元保証

既存の民間事業者が多く存在するので、
利用しやすい料金設定や普及促進しや
すい方法を受け入れる担い手を選定し、
パッケージ化を検討していく。

今後

(一財)高齢者住宅財団の家賃債務保証は、
公益性が高く、民間の保証が受けられない
方に対するセーフティネットとして機能し
ている点が評価できる。 安心ネットとして

推奨または提案が
行えるよう、さら
に具体的な検討を
行う。

引き続き、よりよ
い身元保証のあり
方の検討を継続し
ていく。

５ 支援プランパッケージ化の検討②



• 現在、埼玉県内の居住支援協議会は「埼玉県住ま
い安心支援ネットワーク」のみ。

• 個別の居住支援は地域の社会資源の活用の他、
支援者と仲介業者・貸主等との信頼関係が不可欠。

• 広域での活動はなじまない。

• 市町村居住支援協議会の設立が望ましい。

６ 市町村居住支援協議会の設立に向けて


